
資 料 1－3  

周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会  

開催要綱   

現在、周産期の救急医療体制の充実が全国的に非常に重要になって  
いることから、妊産婦が安心して子供を産み・育てることができるよ  
う、早急に対策を講ずる必要がある。このため、周産期の救急医療体  
制の強化が図られるよう、周産期医療と救急医療の確保と連携の在り  
方について検討する。  

2．検討事項  

（1）周産期医療と救急医療の確保の在り方  

（2）周産期医療と救急医療の連携の基本的枠組み  

（3）その他  

匝二二重頭重   

厚生労働大臣及び構成員（別紙）で構成する。  

4．垂章  

（1）本会議の庶務は、厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課と  
協力しつつ、同省医政局指導課で行う。  

（2）議事は公開とする。  

（3）本懇談会の構成員については、厚生労働大臣が委嘱する。   



円滑な救急搬送・受入を確保するために必要な対策について  

（消防法の一部を改正する法律案（仮称））  

○ 消防と医療の連携により、傷病者の搬送及び受入れを円滑に実施することが、傷病者の救命率の向上及び   

予後の改善等の観点から、重要な課題となっている。  

○ このため、都道府県において、消防機関、医療機関、地域の医師会等が参画する協議会を設置し、救急搬   

送・受入ルールを策定することとする。   



傷病者の搬送】受入れルール（案）  

救急搬送・受入ルール  

都道府県が策定する（医学的知見に基づき、かつ、医療計画との調和  
が保たれるように定める）  

総務大臣  

厚生労働大臣  ①傷病者の状況に応じた搬送先となる医療機関のリスト   

② 消防機関が傷病者の状況を確認し、①のリストの中から搬送先医療   

機関を選定するためのルール   

③ 消防機関が医療機関に対し傷病者の状況を伝達するためのルール   

④搬送先医療機関が速やかに決定しない場合において傷病者を受け   

入れる医療機関を確保するためのルール  

指針の策定等の援助  

意見   

消防機関は、実施基準を遵守しなければならない  

医療機関は、実施基準を尊重するよう努めるものとする  



傷病者の搬送・受入れに関する協議会（案）  

※ 既存のメディカルコントロール協議会等の活用を想定   



資料2－2  

消防法の一部を改正する法律案（仮称）の概要   

傷病者の搬送及び受入れの迅速かつ適切な実施を図るため、都道府県が傷病者の搬送及び  

受入れの実施基準を定めるとともに、当該実施基準に閲し意見を聴くため、消防機関、医療機関  

等を構成員とする協議会を設置する等の改正を行う。  

（1）実施基準の作成   

①都道府県蛙、消防機関による傷病者の搬送及び医療機関による当該傷病者の受入れの迅  

速かつ適切な実施を図るため、傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準を定めなけれ  

ばならない。   

②実施基準においては、都道府県の区域又は医療を提供する体制の状況を考慮して都道府  

県の区域を分けて定める区域ごとに、次に掲げる事項を定めるものとする。  

イ 傷病者の心身等の状況（以下「傷病者の状況」という。）に応じた適切な医療の提供が行  

われることを確保するために医療機関を分類する基準  

ロ イに掲げる基準に基づき分類された医療機関の区分及び当該区分に該当する医療機関  

の名称  

ハ 消防機関が傷病者の状況を確認するための基準  

二 消防機関が傷病者の搬送を行おうとする医療機関を選定するための基準  

ホ 消防機関が傷病者の搬送を行おうとする医療機関に対し傷病者の状況を伝達するため  

の基準  

へ 二及びホに掲げるもののほか、傷病者の受入れに関する消防機関と医療機関との間の  

合意を形成するための基準その他傷病者の受入れを行う医療機関の確保に資する事項  

ト イ～へに掲げるもののほか、傷病者の搬送及び受入れの実施に関し都道府県が必要と  

認める事項   

（3実施基準は、医学的知見に基づき、かつ、医療法第30条の4第1項に規定する医療計画と  

の調和が保たれるように定められなければならない。   

④ 都道府県は、実施基準を定めるときは、あらかじめ、（4）に規定する協議会の意見を聴か  

なければならない。   

（雷都道府県は、実施基準を定めたときは、遅滞なく、その内容を公表しなければならない。   

⑥③～⑤については、実施基準の変更について準用する。  

（2）総務大臣及び厚生労働大臣の援助  

総務大臣及び厚生労働大臣は、都道府県に対し、実施基準の策定又は変更に閲し、必墓室   

情報の提供、助言その他の援助を行うものとする。  

（3）実施基準の遵守等   

①消防機関些、傷病者の搬送に当たっては、実施基準を遵守しなければならない。   

・② 医療機関は、傷病者の受入れに当たっては、実施基準を尊重するよう努めるものとする。   



（4）実施基準に関する協議等を行うための協議会   

①都道府県は、実施基準に関する協議並びに実施基準に基づく傷病者の搬送及び受入れの  

実施に係る連絡調整を行うための協議会を組織するものとする。   

②協議会は、次に掲げる者をもって構成する。  

イ 消防機関の職員  

口 医療機関の管理者又はその指定する医師  

ハ 診療に関する学識経験者の団体の推薦する者   

二都道府県の職員   

ホ 学識経験者その他の都道府県が必要と言忍める者  

③協議会は、必要があると認めるときは、関係行政機関に対し、資料の提供、意見の表明、   

説明その他の協力を求めることができる。  

④協議会は、都道府県知事に対し、実施基準並びに傷病者の搬送及び受入れの実施に関し   

必要な事項について意見を述べることができる。  

（5）施行期日  

公布の日から6月以内の政令で定める日   




